
業 務 委 託 契 約 書

＊＊＊＊＊＊株式会社（以下 「甲」 という）と株式会社日本アイティ総合

研究所（以下 「乙」 という）とは、 甲が行う個人情報保護体制構築支援に関

する別途仕様書に定める業務（以下 「本業務」 という。 ）を乙に委託するこ

とについて、 以下のとおり契約を締結する。

第１条（委託業務）

甲は乙に対し、 本業務を委託し、 乙はこれを受託する。

２．乙は、 善良なる管理者の注意をもって誠実に本業務の遂行にあたるもの

とする。

第２条（報酬の額、 支払期限及び費用）

甲は、 本業務に係わる報酬として、 次の通り乙に支払う予定とする。

　　業務委託金額　金　　　　＊＊＊＊＊＊＊円也

　　　うち　直接業務委託費額　　　　　￥＊＊＊＊＊＊．－

　　　　　　 取 引 に 係 わ る 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額  ￥＊＊＊＊＊．－

２．本業務の遂行に要する費用は、 すべて乙の負担とする。

３．乙は、 本業務終了後、 これに係る請求書を甲に提出する。

４．甲は、 前項の請求書を受理した場合、 受領月の翌月末日（当日が銀行休

業日の場合は、 翌営業日）までに報酬を乙指定の口座に振り込むものと

する。 なお、 振込手数料は甲の負担とする。

第３条（機密保持義務）

乙は、 本業務の遂行のために甲があらかじめ秘密である旨を表示（口頭

を含む）して提供した資料、 電磁的記録媒体その他の有形または媒体

（以下 「資料等」 ）に含まれる技術上、 営業その他業務上の情報（以下

「機密情報」 という）について秘密を保持し、 これを公表または漏洩し

てはならない。

２．乙は、 機密情報を本契約の目的のためにのみ利用するものとし、 自己ま

たは第三者のための営利活動その他本契約の目的以外に利用してはなら

ない。

３．乙は、 機密情報の不当なアクセスまたは機密情報の紛失、 破壊、 改ざん、

漏洩等の危険に対して、 善良な管理者の注意をもって管理するものとす

る。

４．乙は、 本契約の終了時、 若しくは甲から返還の要求があるときは、 いつ

でも直ちに機密情報を含む物件および資料等を甲に返却するか、 あるい

は甲の立ち会いのもとで破棄するものとする。 また、 電子的記録につい

ては抹消し、 甲の求めに応じて、 抹消したことを証明する旨の乙の責任

者が署名した書面を発行する。

５．本条の規定は、 本契約終了後も有効に存続するものとする。



第４条（本業務の変更）

甲は、 その都合により、 本業務の内容を変更することができる。 この場

合、 甲および乙は協議のうえ、 必要な条件の変更を書面の交換をもって

行なうものとする。

第５条（納入期日）

乙は、 仕様書による業務について、 仕様書に定める納入期日までに完了

するものとする。 ただし、 次の各号のいずれか一つに該当するときは、

甲乙協議のうえ納入期日の変更、 納入期日にともなう委託料金の増減等

の条件を変更できるものとする。

(1) 甲が仕様書内容を変更したとき

(2) 甲の資料一式の提供が遅延したとき

(3) 甲の資料一式に不備が発見されたとき

(4) 甲の都合により納入期日の変更要請があったとき

(5) 不可抗力その他、 乙の責に帰すことのできない事由が発生したと

き

(6) その他乙の納入遅延にかかる事由を甲が承諾したとき

２．前項各号の一の事由以外により納入期日が守られないとき、 甲は、 本契

約または個別契約を解除できるほか、 乙に対して損害賠償を請求できる

ものとする。

第６条（著作権）

納入物の著作権は、 第２条に基づき委託料金の支払が甲から乙へ行われ

たとき、 乙が従前から有していた著作権を除き、著作権法第２７条およ

び第２８条を含む全てを乙から甲へ移転するものとし、 乙は著作者人格

権を行使しないものとする。

２．甲は、 乙が、 当該納入物を自己および第三者法人のため必要な範囲内で

使用できることを、 あらかじめ了解するものとする。

第７条（完了）

乙は、 甲からあらかじめ指定されたまでに、 業務を完了するものとする。

２．甲は、 前項により乙から業務完了の報告を受けたときは、 ３０日以内に、

注文書に定める内容・仕様に適合するか否かを検討のうえ、 業務完了か

否かの通知をするものとする。 乙が３０日以内に甲から、 いずれの通知

も受け取らない場合には、 業務は完了したものとみなす。

３．  甲の本業務が完了していないと判断された場合、 乙は、 乙の費用負担

により業務完了させ、 甲乙協議して定める期日までに本業務を完了させ、

甲の検討を受けるものとする。 この検討については、 前項の規程を準用

する。

４．本業務は、 甲の完了承諾をもって、 完了したものとする。



第８条（瑕疵の責任）

業務完了承諾日以後、 本業務に対し重大な瑕疵が発見されたとき、 乙は

直ちに、無償で必要な業務（以下 「無償保証」 という）を行わなければ

ならないものとする。 ただし、 完了承諾後、 本業務に対し独自に甲が行

った追加、 変更、修正等にかかわる瑕疵について、 乙は無償保証を免れ

るものとする。

２．無償保証の期間は検査合格日から起算して６０日間とする。

第９条  ( 損害賠償 )
甲および乙は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、 不当利得、 不法行

為その他の請求原因にかかわらず、相手方の本契約不履行により自己が

損害を被ったとき、相手方に対し、 本契約に基づく委託料金に相当する

額を限度額とした損害賠償の額（以下 「損害賠償の限度額」 という）に

基づき損害賠償を請求できるものとする。

第１０条（解約）

甲または乙は、 本契約期間中であっても、 本契約の継続が困難となる事

情が生じた場合、 書面による通知後、 １ヶ月以上の予告期間を設けて本

契約を解約することができる。

２．前項により甲が本契約を解約した場合、 甲は解約までの乙の業務遂行に

対する対価として、 乙と協議のうえ算定した金額を乙に支払うものとす

る。 この場合、 乙は甲に対し、 別途損害賠償請求をすることはできない。

第１１条 ( 解除等 )
甲または乙は、相手方が次の各号の一に該当した場合は、何らの通知催

告を要せず、 直ちに本契約の全部または一部を解除できるものとする。

(1) 支払停止または支払不能となったとき

(2) 差押え、仮差押え若しくは仮処分があったときまたは競売の申立

てがあったとき

(3) 破産、 会社整理開始、 会社更生法手続開始または民事再生手続開

始の申立があったとき

(4) 解散または営業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡しよう

としたとき

(5) 本契約に違反し、 当該違反に関する書面、 電子メールまたは口頭

による催告を受領した後１４日以内にこれを是正しないとき

２．前項の場合については、 前条第２項の規定を準用する。

３．甲または乙は、 前項各号の一に該当した場合は、 当然に期限の利益を失

い、相手方に対して負担する一切の金銭債務を直ちに履行するものとする。

第１２条（権利義務の譲渡制限）



甲および乙は、 本契約によって生じる権利または義務を第三者に譲渡し、

承継させてはならない。 ただし、相手方の書面による承諾を得た場合は

この限りではない。

第１３条 ( 管轄裁判所 )
本契約に関する一切の紛争については、 甲所在地の所管する裁判所を第

一審の専属管轄裁判所として処理するものとする。

第１４条 ( 協議 )
本契約に定めのない事項その他本契約の条項に関し疑義を生じたときは、

甲乙協議のうえ円満に解決を図るものとする。

以　上

本契約締結の証として本書を２通作成し、 甲乙記名捺印のうえ、各１通を保

有する。

平成　　　年　　月　　　日

甲　　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

     乙　　東京都豊島区南池袋２－８－１８　３０６

　　　株式会社日本アイティ総合研究所

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役所長　中村　龍太郎


